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► 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、防災行政無線、広報
車、CATV、ホームページ、緊急速報メールサービス、テレビ、ラジオ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の
屋内退避・一時移転等を実施。

► 連絡が通じない場合は、関係市町職員や消防団員等が、屋内退避•一時移転等の協力を実施。
► 一時移転等が必要となった在宅の避難行動要支援者は、支援者の車両や、県などが確保するI＼・ス、福祉車両等（九
州電力が配備する福祉車両を含む）で、関係市町が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、介護ヘ・ッド等が必要
な在宅の避難行動要支援者は福祉避難所等へ移動する。
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防災行政無線・広報車・ CATV・ iーム1¥゚ーシ‘‘
・ 緊急速報メールサーt‘‘ ス • TV · ぅヅオ等による情報提供
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UPZ内の在宅の避難行動要支援者数
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畏嶋●

させぼし

佐世保市
ひえ し

平戸市

壱 扇し 市

702人 (702人）

117人 (117人）

1,675人 (1,675人）

福祉避難所
佐賀県122施設

::：i温g〕
※1 ( )内は支援者存り
※2 支援者がいない者については、今後支援者を確保していく．また、支援者が確保
できない場合においても、緊急時に消防団や自主防災組織等の避雌支援等閲係
者と情報を共存し、避難支援等関係者による屋内退避・一時移転等の支援ができ
る体制を整備中．
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1台風時なとにおけるupz内の防謹措置 i 乙内閣府Cnbintt Offict, Governmtnt of Japan 
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► OIL基準により＿時移転等が必要な場合であっても、台風等により気象庁から暴風警報等が発表さ

れ、外出をすることで命に危険が及ぶような場合には、無理に避難せずに、安全が確保されるまで

は、屋内退避を優先。

► その後、例えば天候が回復するなど、 安全が確保できた場合には、一時移転等を実施※1 。

く全面緊急事態で天候が回復した場合の対応の例＞ （外出をすることで命に危譲が及ぶような場合）

3戸〗 全面緊急事態
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（気象庁における暴風警報等の発云こロニ：〉！天候回復

1 自家用車等による避翡 〉

三
自宅等にて屋内退避

UPZ外

避難先

OIL基準の超過
．彎·•--'

!※2台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る
避鍵勧告等が発令された場合には、該当地域の住民は、指定緊 i

1 急避難場所算の安全が確保できる場所で11内退避を実施。 ： 
・・・・・・--------・--・・・-・ ·•--· ・・--・----------------------------・ ・----・ 

※1 仮に、放射性物質放出に至った場合に避難するような場合には、住民の被ばく量を可能な限り低減するため、身体に放射性物質が付着しない 70 
ようにレインコート等を着用したり、放射性物質を体内に吸い込まないようマスクをしたり、タオルやハンカチ等で口や鼻を覆う等の対策を周知．



［自然災害等田） により屋内退避が困難となる場合の基本的な考え方1
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7ヽ内閣府Cnbinet Office, Government of Japan 

地震による家屋の倒壌等により、家屋における滞在が困難な場合には、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等に避

難を実施。
その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示が出ている中で余震が発生し、家屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被害が

更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先することが重要。

このことから、市町にて開設するUPZ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ速やかに避難を行う濠2。

なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び佐賀県等は、住民等の避難を安全かつ円滑に実施するため、避難経路や避

難手段のほか、原子力発電所の状況や緊急時モニタリングの結果、気象情報等の情報共有や緊急時の対策についての確認・謂整等を行

う。

＜屋内退避中に余震が発生し被害が激しくなった場合＞

3E〉芯ば出悶〗 全面緊急事態（屋内退避指示）
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凰 家屋が倒壌等した湯合には、市町にて
開設する近隣の指定避叢所等へ避難

自宅にて屋内退避
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既に遍難している近隣の指定避
鑓所等にて置内退遷

家置が倒壊等した場合に
は、近隣の指定遷縫所等
にて置内退遵

自家用車・バスによる避難

自家用車・バスによる避腱

UPZ外

避難先

゜:: 
余震発生に伴い、屋内退避の
継続が困難な状況が発生

※1 津董との纏含災●鱒における湯合もケース2と111樺1こ．攣ずは渾漬1こよる人●へのりスクを111竃するため、津遭1こ儡る帽定繋急遍纏湯胃疇の賣食が11懺できる珊胃に遷麓を賽篇．濤董讐織鱒論嶋渾鸞に対する宣傘がIIt111でき
た場合には．遍•II鴫事を蘊菖した.tで●●を賽算する．

米2 仮に、鮫射性檜●鮫出に蔓った爆合に遍饂するような鴫合には、住民の櫨ばく量を可織な霞り量薫するため．鼻体に飲討性物貫が付着しないようにレインコート専を着用したり．鮫射性物貫を体内に●い込事ないようマスクをし71
たり、タオルやハンカテ専で口や鼻詈覆う囀の州●を11知．

阿pz内の一時移転に必要となる輸送熊力の確保 I ヽ7内閣府Cabin<I Olflct, Govcrnmtlll of Japan 
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UPZ内での一時移転は、緊急時モニタリングの結果に基づき、対象地域を特定し、1週間程度内に実施。この際、必
要となる輸送能力の確保については、佐賀県、長崎県、福岡県が、県内の/¥・ス会社等から必要となる輸送手段を

調達。
佐賀県、長崎県、福岡県内の輸送手段では不足する場合、他県との応援協定に基づき、隣接県等から輸送手段

を謂達。
佐賀県、長崎県、福岡県が確保した輸送手段で対応できない場合、原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国

土交通省が関係団体、関係事業者に対し、協力を要請することにより必要な輸送能力を確保。
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三 の要請により実二亡デ芦、自衛隊）が必要に応じ 72 
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